
みやぎ子ども・若者育成支援計画 

（青少年の健全な育成に関する基本計画（第４次）） 

（素案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 年 月 

宮城県 

資料２ 



1 

 

第１章 基本計画の策定に当たって 

 

１ 策定の趣旨 

  本県では、令和３年度に策定した「子ども・若者育成支援計画（青少年の健全な育

成に関する基本計画（第３次））（計画期間：令和３年度から令和７年度まで）に基

づき、青少年の健全な育成に関する様々な施策を推進してきました。 

  しかし、少子高齢化や核家族化の進行、情報化社会の進展など、社会環境が大きく

変化する中、児童虐待、子どもの貧困、いじめ、不登校、ひきこもりなど、子ども・

若者をめぐる問題は複雑に影響し合い、深刻な状況になっています。さらに、新型コ

ロナウイルス感染症の流行は、地域のつながりの希薄化や様々な活動機会の減少など、

子どもや若者にも大きな影響を及ぼしています。加えて、平成２３年に発生した東日

本大震災から１５年が経過した現在でも、様々な困難を抱え、心のケアを必要とする

子ども・若者への中長期的な支援が求められています。 

  こうした現状や課題を踏まえ、未来を担う子ども・若者の健全な育成のための各種

施策の一層の推進を図るため、「子ども・若者育成支援計画（青少年の健全な育成に

関する基本計画（第４次））」を策定するものです。 

 

２ 計画の性格・位置付け 

  本計画は、「青少年健全育成条例（昭和３５年宮城県条例第１３号）」第１１条第

１項に規定する本県の青少年の健全育成施策を総合的かつ計画的に推進するための

基本計画とします。また、「子ども・若者育成支援推進法（平成２１年法律第７１号）」

第９条に基づく都道府県子ども・若者計画として、国のこども大綱における子ども・

若者育成支援推進法第８条第２項各号に掲げる事項を勘案し策定します。 

  なお、本計画は、県政運営の基本的指針である「新・宮城の将来ビジョン」を踏ま

えた個別計画とするとともに、「みやぎこども幸福計画」や「宮城県教育振興基本計

画」等、青少年育成支援の関連計画と連携を図ります。 

 

みやぎ子ども・若者

育成支援計画
（青少年の健全な育成に関する基本計画（第４次）

新・宮城の将来ビジョン

みやぎこども幸福計画
宮城県教育振興

基本計画

連携
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３ 計画の期間 

  令和８年度（２０２６年度）から令和１２年度（２０３０年度）までの５年間とし

ます。 

 

４ 計画の対象 

  この計画の対象となる「子ども・若者」は、国のこども大綱を勘案し、０歳から 

３０歳未満の者としますが、施策によっては４０歳未満の者も対象とします。 

  なお、「子ども・若者」に係る呼称や年齢区分は、法令等により様々であることか

ら、施策によっては「青少年」、「少年」、「児童生徒」などの用語を使用します。 

 

 

 

 

  

乳幼児期 学童期 思春期 青年期 ポスト青年期

0歳 6歳 12歳 18歳 30歳 40歳
若者
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第２章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念 

  前計画の基本理念である「みやぎの子ども・若者の現在（いま）と未来を応援しま

す」の思いを継承しながら、国が定めた「こども大綱」を踏まえ、すべての子ども・

若者が自立した個人として、「今」を自分らしく生き、将来にわたり幸せな状態（ウ

ェルビーイング）で生活を送ることができる「未来」を思い描ける社会を目指し、基

本理念を次のとおりとします。 

  

 

 

 

 

２ ４つの基本的方向 

 

  基本的方向１ すべての子ども・若者がいきいきと成長できる体制づくり 

   子どもの状況に応じた学びや様々な体験活動等を通して、すべての子ども・若者

が心身ともに健やかに成長できるよう、豊かな人間性を育む体制づくりを推進しま

す。 

 

  基本的方向２ 未来を担う子ども・若者の活躍促進 

   子ども・若者一人ひとりを自立した個人として尊重し、子ども・若者の意見を広

く聴くことにより社会参加意識の醸成を図るとともに、将来に向かって前向きに成

長していけるよう、活躍を支援する取組を推進します。 

 

  基本的方向３ 困難を有する子ども・若者やその家族に対する切れ目ない支援 

   様々な困難を抱える子ども・若者の社会的自立に向け、一人ひとりの状況に応じ

て様々な機関が有機的に連携し、切れ目のない支援を継続的に実施するための体制

づくりを推進します。 

 

  基本的方向４ 子ども・若者の成長のための社会環境整備 

   子ども・若者が安心して成長できるよう、環境整備に取り組むとともに、家庭、

学校、地域等が連携し、社会全体で子ども・若者を育む体制づくりを推進します。 

 

 

 

未来を切り拓く子ども・若者が今を幸せに生き、 

将来に夢と希望を持てるみやぎの実現 
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３ 計画の基本理念や施策等の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 

未来を切り拓く子ども・若者が今を幸せに生き、 

将来に夢と希望を持てるみやぎの実現 

基本的方向１ 

すべての子ども・若者が 

いきいきと成長できる 

体制づくり 

基本的方向２ 

未来を担う子ども・若者の 

活躍支援 

基本的方向３ 

困難を有する子ども・若者や 

その家族に対する 

切れ目ない支援 

基本的方向４ 

子ども・若者の成長のための 

社会環境整備 

推進する施策１ 心と体の健やかな成長 

取組１ 心身ともに健やかな成長への支援 

取組２ 学びの確保と体力向上の推進 

推進する施策２ 多様な体験や国際交流の機会づくり 

取組３ 遊びや体験活動の推進 

取組４ 異文化に対する理解の促進 

推進する施策３ 子ども・若者の視点尊重と 

社会参加の促進 

取組５ 子ども・若者の活躍支援 

取組６ 意見表明の機会の確保 

推進する施策４ 若者の職業的自立・就労支援 

取組７ 若者の就労支援の充実 

取組８ 働きやすい職場環境づくり 

推進する施策５ 困難を有する子ども・若者や 

その家族に対する切れ目ない支援 

取組９ 様々な困難を抱える子ども・若者への支援 

取組 10 東日本大震災を経験した子ども・若者等への支援  

推進する施策６ 子ども・若者の被害防止と保護 

取組 11 犯罪被害防止対策の推進 

取組 12 非行防止活動の推進 

推進する施策７ 子ども・若者が安心して 

過ごすための環境整備 

取組 13 健全な育成を阻害する社会環境への対応 

取組 14 安全・安心なまちづくりの推進  

推進する施策８ 子ども・若者を社会全体で支える 

        ネットワークづくり 

取組 15 社会全体で子ども・若者を育む環境づくり 

取組 16 地域における多様な担い手の確保 
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第３章 計画で推進する施策及び取組 

 すべての子ども・若者がいきいきと成長できる体制づくり 

 

推進する施策１ 心と体の健やかな成長 

 取組１ 心身ともに健やかな成長への支援 

 取組２ 学びの確保と体力向上の推進 

 

現状と課題 

◆宮城県の子ども・若者人口（３０歳未満人口）は令和６年１０月１日現在で、約５８

万人で県の総人口の２５．８％と推計されており、総人口に占める子ども・若者の割

合は年々減少しています。【図表１】 

◆子ども・若者が心身ともに健やかに成長するためには、十分な睡眠や食事、運動が大

切です。基本的生活習慣を身に付けるために、関係機関が連携し社会全体で生活リズ

ムの向上や体力の向上に取り組むことが必要です。 

◆宮城県の小学生、中学生の学力は、全国学力・学習状況調査において全国平均を下回

っている状況が続いています。児童生徒の状況に応じた学びの場の確保に努めるとと

もに、学力向上に向けた取組を継続して行っていく必要があります。【図表２】 

◆本県における高校中退率は、国の平均値を上回る状況となっており、生徒の実情に応

じた支援や対策を行う必要があります。【図表３】 
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基本的方向１ 

  （単位：人） 

  

  （出典）総務省統計局「人口推計」 

   （出典）総務省「国勢調査」（S45 年・50 年・55 年・60 年・H2 年・7 年・12 年・17 年・22 年・27 年・R2 年） 

  

図表１ 子ども・若者人口及び割合の推移（宮城県） 

 

2,248 2,280 

581 589 598 
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                                （単位：％） 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

主な取組 

取組１ 心身ともに健やかな成長への支援 

◇基本的生活習慣定着促進事業等の取組を通して、早寝、早起き、朝ご飯などの基本的

生活習慣の定着や食育への関心を高めるための啓発活動を家庭や学校、地域等が連携

して取り組みます。 

R元 R3 R4 R5 R6

宮城県 61 62 62 65 65

全国 64 65 66 67 68

宮城県 64 66 58 58 57

全国 67 70 63 63 63

宮城県 71 63 68 68 55

全国 73 65 69 70 58

宮城県 55 52 45 44 46

全国 60 57 51 51 53

国語

算数

国語

算数

小学生
（6年生)

中学生
（3年生)

1.8%

1.5%

1.2%
1.3%

1.6%

2.1%

1.4%
1.3%

1.1%
1.2%

1.4%
1.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

H30 R1 R2 R3 R4 R5

宮城県 全国

図表２ 全国学力・学習状況調査の平均正答率 

 （出典）文部科学省「全国学力・学習状況調査」  

図表３ 高校の中途退学率 

（年度） 

 （出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」  
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◇社会生活を営むために必要な規範意識やコミュニケーション能力を育成するため、体

験活動の充実や読書活動支援事業を推進し、様々な人との関わりから他者を思いやり、

社会でたくましく、しなやかに生き抜く力の育成に取り組みます。  

  

取組２ 学びの確保と体力向上の推進 

◇全国学力・学習状況調査の結果を分析し指導改善に生かすほか、教員の指導力向上に

向けて教科指導に優れた教員等による研修を実施し、効果的な指導方法等の普及に努

めます。また、学校に登校していない児童生徒に対する学校の取組を支援するととも

に、学校、家庭、関係機関が連携して多様な支援を行います。 

◇体力・運動能力向上センター運営会議の開催や各種研修会、イベント等を通じ、学校

や家庭と連携して体力運動能力向上と生活習慣の改善を図る取組を展開します。 

◇学習意欲の向上や自己有用感、自己肯定感の醸成を図るための教育活動を充実させる

とともに、多様な悩みを抱える生徒に対して個別の状況に応じた支援を行い、高等学

校の中途退学の予防に努めます。 

 

 

推進する施策２ 多様な体験や国際交流の機会づくり 

 取組３ 遊びや体験活動の推進 

 取組４ 異文化に対する理解の促進 

 

現状と課題 

◆遊びや体験活動は、子ども・若者の想像力や好奇心、主体性や思いやりの心などを育

むために必要な活動ですが、核家族化の進行や新型コロナウイルス感染症の流行によ

り、他者との触れ合いや様々な体験機会が減少しています。年齢や発達の程度に応じ

て、自然体験や職業体験、文化芸術体験など多様な体験・外遊びを含む様々な遊びが

できるよう、遊びや体験の機会を創出する必要があります。【図表４】 

◆交通手段の進歩、ＩＣＴの進展等により国境を越えた交流が加速し、経済、社会、文

化などの様々な分野においてグローバル化が進展しており、外国人児童生徒は増加傾

向にあります。【図表５】 

◆一方、本県の令和５年度における、「外国の人と友達になったり、外国のことについ

てもっと知ったりしてみたいと思うと答えた児童生徒の割合」は全国の割合を下回っ

ており、グローバル化が急速に進展している中、日本や他国の伝統・文化に対する理

解を深め、一層の国際理解教育等を推進する必要があります。【図表６】 
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（出典）宮城県「学校基本調査報告」 

  （単位：人） 

  

図表５ 外国人児童生徒数の推移 

図表４ 新型コロナウイルス感染症拡大時に、やりたかったけれどできなかったこと 

 （出典）宮城県保健福祉部子育て社会推進課「宮城県こどもアンケート調査」(R6) 
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主な取組 

取組３ 遊びや体験活動の推進 

◇子ども・若者の健全で自由な遊びの活動を促進するため、公園等における屋外遊び場

の活用やジュニア・リーダーの育成に取り組みます。  

◇自然体験活動や宿泊型体験活動、文化芸術体験、公園での外遊び等の場を提供するこ

とにより、すべての子ども・若者が多様な体験を通して、コミュニケーション能力や

社会性、豊かな感性を育むことができるよう支援します。 

  

取組４ 異文化に対する理解の促進 

◇自国の伝統・文化に関心を持ち、異文化や他国に対しての理解を深めることができる

よう、国際理解支援事業や国際交流活動の推進に取り組むとともに、外国人児童生徒

の学習支援体制の充実を図ります。 

◇グローバル化に対応できる実践的なコミュニケーション能力を育成するため、指導法

の研究や英語教員向けの指導能力向上研修の充実等に取り組みます。 

 

 

  

令和元年 令和５年

宮城県 66.2 67.2

全国 68.6 72.5

全国との差 -2.4 -5.3

宮城県 57.6 62.9

全国 62.4 66.8

全国との差 -4.8 -3.9

小学生
（6年生）

中学生
（3年生）

図表６ 外国の人と友達になったり、外国のことについてもっと知ったりしてみたいと思う児童

生徒の割合 

（出典）文部科学省「全国学力・学習状況調査」 

  （単位：％） 
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         未来を担う子ども・若者の活躍促進 

 

推進する施策３ 子ども・若者の視点尊重と社会参加の促進 

 取組５ 子ども・若者の活躍促進 

 取組６ 意見表明の機会の提供 

 

現状と課題 

◆本県の小学生・中学生は、全国平均と比べて「将来の夢や目標を持っている」と回答

した割合が高く、夢や希望を持っていることが分かります。子ども・若者が、家庭や

学校、地域で夢や希望を育み、地域社会の未来を切り拓いていけるよう、研修や社会

参加の機会を充実させる必要があります。【図表７】 

◆子ども・若者が自らのことについて意見を形成し、その意見を表明することは、社会

への影響力を発揮することにつながることから、子どもや若者が安心して意見を述べ

る機会や場を確保することが必要です。 

◆次代を担う子ども・若者が、希望と意欲をもって将来を切り拓いていくためには、社

会に関する様々な情報や正しい知識を得るとともに、自分の意見によって周囲や社会

が変わっていく体験等により自己有用感を高めていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

主な取組 

取組５ 子ども・若者の活躍支援 

◇次代を担うリーダーを育成するため、様々な分野で活躍する方の講話やグループワー

ク等を通して、将来の夢や目標、志について考える機会を提供します。 

◇社会参加活動への関心を高めるため、ＮＰＯ法人等様々な団体の活動に関する情報を

周知し、子ども・若者の地域社会での活躍を支援します。 

H30 R元 R3 R4 R5 R6

宮城県 86.0 86.0 81.8 80.6 82.3 82.8

全国 85.1 83.8 80.3 79.8 81.5 82.4

全国との差 0.9 2.2 1.5 0.8 0.8 0.4

宮城県 72.0 70.7 69.3 68.5 66.5 67.1

全国 72.4 70.5 68.6 67.3 66.3 66.3

全国との差 -0.4 0.2 0.7 1.2 0.2 0.8

 小学生
（6年生)

中学生
(3年生)

基本的方向２ 

  （単位：％） 

  

図表７ 将来の夢や目標を持っていると回答した児童生徒の割合 

 

（出典）文部科学省「全国学力・学習状況調査」 
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◇子ども・若者が自分の将来や目標のために必要な情報を入手するとともに、地域に関

する様々な情報を得ることにより、住んでいる地域に愛着を持ち、地域の課題解決を

主体的に担うことができる力を身につけられるよう、県の取組や様々な情報を提供し

ます。 

 

取組６ 意見表明の機会の確保 

◇県の政策課題等についての意見表明の機会を確保するととともに、表明された意見に

ついて政策への反映の検討結果を公表することにより、子ども・若者の視点の尊重や

自己有用感の向上に努めます。 

◇物事を論理的に考え、自らの主張を正しく伝え、理解してもらう力などを身につける

ため、日頃感じていることや考えていることを発表する機会を提供します。 

◇様々な状況の子ども・若者が安心して意見を伝えられるよう、多様な意見表明の機会

の確保に取り組みます。 

 

 

推進する施策４ 若者の職業的自立・就労支援 

 取組７ 若者の就労支援の充実 

 取組８ 働きやすい職場環境づくり 

 

現状と課題 

◆全国的に若者の失業率は他の年代と比べて高く、宮城県も同様の傾向と推測されるた

め、若者への就労支援、職場定着促進の充実を図る必要があります。【図表８】 

◆若者が県外に流出している現状を踏まえ、職業体験機会の提供や中小企業の情報提供

など、地域の発展を担う企業への興味を子ども・若者が持つ機会の提供が必要になっ

ています。【図表９】 

◆職場定着を促進するため、仕事と家庭の両立を支援するための各種支援制度の充実や

働きやすい職場環境づくりの促進など、女性の活躍や多様な働き方への理解促進等に

取り組む必要があります。 
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（出典）総務省「労働力調査」 

 

図表８ 完全失業率の推移 

  （単位：％） 

  

図表９ 転出及び転入の状況（宮城県） 
  （単位：人） 

  

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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主な取組 

取組７ 若者の就労支援の充実 

◇児童生徒の勤労観や職業観を醸成し、適切なキャリア発達を支援するため、若手社会

人等との対話プログラムを実施するほか、地域内企業の若手社員同士の交流機会を設

けることにより早期離職の防止を図ります。 

◇地域の企業・学校等と幅広く連携し、職業相談、インターンシップ等職場体験機会の

確保など、若年者に対する就職支援や定着率の向上に取り組みます。 

◇新規大卒者等の県内就職・定着促進を図るため、企業向けに採用・職場定着に関する

ノウハウを提供するとともに、専門家を派遣し各企業の課題に対し支援を行います。 

 

取組８ 働きやすい職場環境づくり 

◇「働き方改革」に取り組む企業の様々な事例等について情報発信し、県内企業の自主

的な「働き方改革」への取組を促進するとともに、機運醸成を図ります。 

◇大学や高校と連携し、これからキャリアをスタートする学生を対象に、卒業生などを

ロールモデルとした研修の開催を通じて、自らのキャリアやライフプランについて考

える機会を提供し、就業意識の醸成を図ります。 

◇関係団体と連携し、女性が活躍しやすい環境の整備を推進するとともに、県内各地域

の女性の活躍を支援する団体等のネットワーク化などを図り、女性のキャリアアップ

やワーク・ライフ・バランスの推進を図ります。 
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        困難を有する子ども・若者やその家族に対する切れ目ない支援 

 

推進する施策５ 困難を抱える子ども・若者への支援 

 取組９ 様々な困難を抱える子ども・若者への支援 

 取組 10 東日本大震災を経験した子ども・若者への支援 

 

現状と課題 

◆令和３年の子どもがいる現役世帯の相対的貧困率は１０．６％であり、そのうち大人

が１人の世帯の相対的貧困率が４４．５％と、大人が２人以上いる世帯の８．６％に

比べて非常に高い水準となっています。子どもの将来がその生まれ育った環境に左右

されることのないよう、貧困の連鎖を食い止めるために、経済的困難を抱える世帯へ

の支援とともに子ども・若者への学習支援や居場所の提供支援を行っていく必要があ

ります。 

◆虐待やひきこもりの相談件数は増加傾向にあり、継続した支援が必要です。また、虐

待やひきこもり等に関しては、家庭環境や親の就労問題など複数の問題が複雑に絡み

合っていることが多く、関係機関が連携して問題解決に取り組む必要があります。 

 【図表１０・１１】 

◆障害や発達の特性のある子ども・若者が、身近な地域で、乳幼児期から成人期におけ

る各ライフステージに応じた切れ目のない支援が受けられるよう、関係機関が連携し

て支援体制を整備する必要があります。 

◆家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っているヤングケアラーについて

は、学校生活などの日常生活や将来に様々な影響があると考えられており、早期の把

握や適切な支援が必要です。【図表１２】 

◆東日本大震災の影響で心のケアが必要な子ども・若者やその家族等に対しては、関係

機関が連携し、継続した長期的な支援を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的方向３ 
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（出典）宮城県保健福祉部子ども・家庭支援課 

（出典）宮城県保健福祉部精神保健推進室 

 

図表１０ 児童虐待相談対応件数の推移（宮城県（仙台市を除く）） 

図表１１ ひきこもり相談件数の推移 
(単位：件) 
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主な取組 

取組９ 様々な困難を抱える子ども・若者への支援 

◇社会生活を円滑に営む上での困難を抱える子ども・若者の支援を効果的に行うため、

年齢階層や制度の切れ目で支援が途絶えることがないよう、関係機関のネットワーク

づくりや連携強化を図ります。 

◇安定した生活基盤の確保が困難な家庭の子ども・若者の自立を支援するとともに、子

ども食堂やＮＰＯ法人等民間団体が行っている地域に根ざした活動を支援します。ま

た、子ども・若者、その家族へ奨学金等の経済的な支援や学習支援などを行います。 

◇児童虐待を受けた子どもの心のケアや被虐待者へのサポートなどの支援を行うとと

もに、虐待防止啓発活動や虐待を未然に防ぐ取組を推進します。 

◇障害や発達の特性がある子ども・若者が乳幼児期から切れ目のない支援を受けること

ができるよう、関係機関が連携して重層的な支援体制の整備を進めるとともに、障害

のある児童生徒が地域で共に学ぶための教育環境づくりを推進します。 

◇いじめや、登校に不安を抱える児童生徒の相談体制の充実を図るとともに、児童生徒

がいじめ予防について考える機会を提供するなど、未然防止、早期発見・早期対応に

努めます。 

◇ひきこもり状態にある方への相談体制の充実を図るとともに、教育や福祉等の多様な

図表１２ 家族の世話の有無とふだんの学校生活等であてはまること（複数回答） 

(単位：％) 

（出典）宮城県保健福祉部子ども・家庭支援課「小学生・中学生の生活実態に関するアンケート調査」（令和４年度） 
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関係機関によるネットワーク構築に努め、支援体制の整備を推進します。 

◇ヤングケアラーが相談しやすい場を整備することに加え、ヤングケアラーの早期把握

や適切な支援につなげるため、関係機関の連携体制を構築していきます。 

 

取組 10 東日本大震災を経験した子ども・若者への支援 

◇東日本大震災を経験した子ども・若者、その家族等に対して、学校や市町村、関係機

関が連携し、長期的な心のケアを行います。 

◇震災により親を亡くした子ども・若者が自分の将来に向かって前向きに進んでいける

よう、学業への支援を行います。 

 

 

推進する施策６ 子ども・若者の被害防止と保護 

 取組 11 犯罪被害防止対策の推進 

 取組 12 非行防止活動の推進 

 

現状と課題 

◆人口減少、少子高齢化、核家族の増加などにより地域コミュニティが希薄化し、地域

の見守り機能が低下しています。子ども・若者を犯罪の被害から守るため、地域や学

校、関係団体等が連携し防犯活動等に取り組む必要があります。 

◆スマートフォンの普及やインターネット利用の低年齢化に伴い、子ども・若者がイン

ターネットを通じた犯罪に巻き込まれる可能性が高まっています。【図表１３】 

◆本県のいじめの認知件数は高い傾向で推移しています。いじめは、子ども・若者の心

身に深刻な影響を及ぼし、生命や身体に重大な危険を生じさせるおそれがあることか

ら、関係機関が連携し、いじめが起きにくい環境づくりを進めていく必要があります。

【図表１４】 

◆本県において、１０代から３０代の死因の第１位が自死であり、県の自死者数全体の

うち、学生・生徒等が占める割合も増加傾向にあります。【図表１５】 

◆薬物事犯の検挙件数は近年横ばいとなっていますが、好奇心から薬物に手を出す子ど

も・若者がいます。子どもの頃から薬物乱用が引き起こす健康被害等に関する教育を

推進し、その危険性について周知していく必要があります。【図表１６・１７】 

◆令和６年中の刑法による検挙・補導人員に占める少年の割合は９．６％（宮城県）と

なっており、刑法犯少年の再犯者率は３割前後で推移しています。引き続き非行防止

対策に加え、再非行の防止に向けた立ち直り支援活動を行う必要があります。 

◆近年、ＳＮＳ等を通じて特殊詐欺などの「闇バイト」に応募し、犯罪に加担する若者

が後を絶たず、大きな社会問題になっています。 
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図表１４ いじめ認知件数の推移 

 

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 

図表１３ 青少年のインターネット利用状況 

（出典）こども家庭庁「青少年のインターネット利用環境実態調査」 
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   ※学生・生徒等とは、未就学児から大学生まで及び専修学校等に在籍する学生のことを指す。 
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図表１６ 全薬物事犯５年間の検挙状況（宮城県） 

（出典）宮城県警察本部刑事部組織犯罪対策局銃器薬物対策課統計  

図表１７ 少年による薬物事犯の検挙（宮城県） 

（出典）宮城県警察本部生活安全部少年課「少年非行の実態」 

図表１５ 子ども・若者の自殺者数の推移 

 
(単位：人) 

（出典）厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
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主な取組 

取組 11 犯罪被害防止対策の推進 

◇関係機関、団体等が連携して地域防犯活動に取り組み、地域での防犯意識を高め、子

ども・若者が犯罪や事故の被害に遭いにくいまちづくりを推進します。 

◇ＳＮＳ等に起因する犯罪被害防止を図るため、違法・有害情報の把握や対策に努める

ほか、サイバーセキュリティに関する現状や知識の普及啓発に努めます。 

◇相手の心情を理解し、他者を思いやる心を育むような道徳教育等の充実や相談できる

場所の整備、インターネットを通じて行われるいじめに対する対策を推進し、いじめ

を許さない、いじめを生まない学校づくりに取り組みます。 

 

 

取組 12 非行防止活動の推進 

◇子ども・若者の発達段階に応じた非行防止教室を開催し、規範意識の向上を図るほか、

「闇バイト」等に加担しないための取組を関係機関等と連携して推進します。 

◇非行に陥った子ども・若者の立ち直り支援のため、それぞれの状況に応じ、継続して

助言指導や支援を行うほか、社会参加活動の機会の提供等を通じ再非行の防止を推進

します。 

◇小中高等学校における薬物防止教室の実施やリーフレット配布などを通して、薬物乱

用による健康被害等の危険性について理解を深めることにより、薬物乱用を未然に防

止するための活動を推進します。 
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        子ども・若者を社会全体で支えるネットワークづくり 

  

推進する施策７ 子ども・若者が安心して過ごすための環境整備 

 取組 13 有害環境への対応 

 取組 14 安全・安心なまちづくりの推進 

 

現状と課題 

◆子ども・若者の健全な育成において有害となる様々な環境を浄化し、安全に過ごすこ

とができるよう、社会環境の変化に応じた環境の整備が必要です。 

◆子ども・若者がインターネットを介していじめや犯罪、トラブルに巻き込まれる事案

が後を絶たないことから、子ども・若者が安全に安心してインターネットを利用でき

る環境を整備する必要があります。【図表１８・１９】 

◆少子高齢化や核家族化の進行により地域の見守り機能が低下していますが、安全・安

心なまちづくりのためには、県民一人ひとりが防犯意識を共有し、犯罪が起きにくい

環境づくり等に取り組む必要があります。 

◆子どもの交通安全を確保するためには、関係団体等が連携し、交通ルールの遵守と正

しい交通マナーについて普及・啓発を図ることが必要です。 
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51.3 

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
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100.0

全体 6～12歳 13～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

令和４年 令和５年 令和6年

基本的方向４ 

（出典）総務省「通信利用動向調査の結果」 

  （単位：％） 

  

図表１８ インターネット利用者に占めるＳＮＳを利用する人の割合の推移（全国） 
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主な取組 

取組 13 健全な育成を阻害する社会環境への対応 

◇インターネットカフェや書店等への立入調査を通じて、子ども・若者に適切な利用環

境につながるように有害環境調査を強化し、業者や店舗への情報提供や啓発活動を推

進します。 

◇インターネットの適正利用を推進するため、子どもだけではなく、保護者に対しても

フィルタリングの重要性やネット犯罪の状況などについて情報提供を行い、家庭内で

のルールづくりを促進します。 

◇青少年の健全な成長を阻害する恐れがある図書類やがん具類について指定を行い、青

少年への販売等を制限します。 

 

取組 14 安全・安心なまちづくりの推進 

◇地域安全教室やフォーラムの開催を通じ、「犯罪のない安心して暮らすことのできる

安全なまちづくり」に向けた機運醸成を図ります。 

◇交通事故防止運動などの各種運動を積極的に推進し、交通事故のない安全で快適な交

通社会の実現を図ります。 

 

 

 

 

1,652 
1,736 

1,813 1,811 

2,082 

1,819 1,812 
1,732 

1,665 

1,486 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3 令和4 令和5 令和6

（出典）警察庁生活安全局人身安全・少年課「令和６年における少年非行及び子供の性被害の状況」 

図表１９ SNS に起因する事犯の被害児童数の推移（全国） 
  （単位：人） 
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推進する施策８ 子ども・若者を社会全体で支えるネットワークづくり 

 取組 15 社会全体で子ども・若者を育む環境づくり 

 取組 16 地域における多様な担い手の確保 

 

現状と課題 

◆核家族化の進行や地域のつながりの希薄化等、家庭を取り巻く環境が変化する中で、

子育てに不安感や悩みを持つ保護者も多く、家庭教育支援を一層推進する必要があり

ます。【図表２０】  

◆複雑化、多様化する子ども・若者の課題に対しては、家庭や学校、地域がそれぞれの

役割を果たし、社会全体で連携して取り組んでいくことが必要です。 

◆共働き世帯の増加やひとり親世帯の増加などに伴い、子どもが安全・安心に過ごせる

居場所の確保が課題になっています。【図表２１】 

◆子ども・若者を取り巻く問題の多くは様々な要因が絡み合い複雑化しており、支援に

当たるスタッフにも様々な知識と経験が必要になっています。 

◆支援者に対する研修事業やサポート事業が不足しており、長期的な支援を実施するた

めにも支援者に対するサポート事業を充実させる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

38.1

34.6

32.4

29.5

20.1

20.1

19.8

19.6

25.1

26.9

27.9

29.8

9.0

8.9

8.7

8.3

7.7

9.4

11.1

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2

H27

H22

H17

単独世帯 夫婦のみの世帯 夫婦と子供から成る世帯

ひとり親と子供から成る世帯 その他の世帯

図表２０ 一般世帯の家族類型別割合の推移（全国） 

（出典）総務省「国勢調査」 

 

 

核家族世帯 
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主な取組 

取組 15 社会全体で子ども・若者を育む環境づくり 

◇親の学びのプログラムである「親のみちしるべ」を活用し、悩みを抱える保護者の心

のケアや家庭の教育力を支える環境づくりを目指します。 

◇各関係機関と協働し、地域全体で子ども・子育てを支援する機運の醸成を図るほか、

子育て支援情報の発信等により安心して子どもを産み育てることができる社会づく

りを推進します。 

◇庁内関係機関や各支援機関等と連携し、子ども・若者に対して分野横断的な支援を行

う体制を整備します。 

◇各地域の実情を踏まえながら、地域住民や保護者等の学校支援活動等への参加を促進

するなど、学校を核とした地域づくりを目指し、学校と地域が連携・協働する体制の

整備を図ります。 

◇市町村が地域の実情に応じて放課後児童クラブ等を計画的に整備できるよう、市町村

に対して情報提供及び必要な支援を行うとともに、関係機関等と連携し、子ども・若

者が安心して過ごすことのできる居場所づくりに努めます。 

  

100 万

円 

未満 

100～

200 

万円未

満 

200～

300 

万円未

満 

300～

400 

万円未

満 

400～

500 

万円未

満 

500～

600 

万円未

満 

600 万

円 

以上 

収入なし 無回答 

母子世帯 

(n=395) 
2.0  14.2  25.1  21.5  12.2  4.3  7.6  1.5  11.6  

父子世帯 

(n=192) 
1.0  5.2  12.5  18.8  19.3  12.5  23.4  0.5  6.8  

寡婦世帯 

(n=251) 
3.6  14.7  18.3  16.3  13.9  12.0  12.0  1.6  7.6  

養育者世

帯 

(n=23) 

0.0  13.0  34.8  4.3  4.3  8.7  17.4  0.0  17.4  

図表２１ ひとり親世帯の世帯別年間収入の状況（宮城県） 

※ 「年間収入」はボーナス，児童扶養手当，年金，養育費，仕送り等臨時収入を含む世帯全員の合計額 
※ 仙台市を除く 

（出典）宮城県「令和５年度宮城県ひとり親世帯等実態調査」（令和５年度） 
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◇地域等で展開される青少年育成団体等の多様な主体による健全育成活動に対して支

援を行います。 

 

取組 16 地域における多様な担い手の確保 

◇専門的な知識や技法を習得できる研修を実施するとともに、担い手確保のための環境

整備を図り、人材確保やさらなる資質の向上を図ります。 

◇多様化する子ども・若者の課題に対応できる人材の育成や支援者同士のネットワーク

の構築のため、分野横断的な研修の機会や支援者同士の交流の場の提供に努めます。 

◇柔軟で多様な支援が提供できるＮＰＯ法人等の活動について、広く県民に周知してい

く場の提供を図り、ボランティアの参加や就職の選択肢になるようＮＰＯ法人等への

関心を高めていけるように支援します。 


